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アンケートの概要 
 
 
１．趣旨： 
 
 現在、わが国においては、地方分権の考えのもと、三位一体改革が進められていま

す。この三位一体改革では、国からの補助金や負担金を削減して、財源を地方に移譲

することが議論されており、義務教育費に関しても、その対象として議論されている

ところです。 
これは、地方財政を管理する自治体だけの問題でなく、義務教育を受ける権利を有

する一般の住民にとっても、深く関連する問題です。 
    そこで今般、一般住民に対して、義務教育に関連する内容についてのアンケート調査

を行いました。 
 
 
２．実施期間： 
 
平成 16年 5月 14日～5月 16日 

 
 
３．実施対象： 
 
全国 20歳以上の一般住民 

 
 
４．調査方法： 
 
インターネット調査 
（インターネット調査会社にすでに登録しているの会員を都道府県別の人口割合に基づ

いてランダムに３０００人抽出し、電子メールによって調査依頼を行い、アンケート

サイトにアクセスして、回答する方式） 
 
 
５．有効回答数： 
 

1,051件 
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６．回答属性： 
 
性別：      
 度数 ％ 

男性 524 49.9 

女性 527 50.1 

合計 1051 100 

 
年代別：  
 度数 ％ 

10 代 147 14 

20 代 224 21.3 

30 代 239 22.7 

40 代 209 19.9 

50 代以上 232 22.1 

合計 1051 100 

 
未婚／既婚： 
 度数 ％ 

未婚 430 40.9 

既婚 621 59.1 

合計 1051 100 

 
子供の有無： 
 度数 ％ 

なし 533 50.7 

あり 518 49.3 

合計 1051 100 
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【問１】義務教育について国が最小限保障しなければならないことは何だとお考えでしょ

うか（複数回答可）。 
有効回答数 1,051件 

768

703

454

585

358

353

38
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①公立学校として国民の費用負担なく
教育の機会を提供すること

②国民に対して均等に教育を行うこと

③優秀な教員を確保して質の高い教
育を行うこと

④国民に対して最低限の知識を蓄積さ
せること

⑤国民一人ひとりのもつ固有の資質を
伸ばすこと

⑥長期的な人づくりのビジョンを示すこ
と

⑦特に国には期待していない

⑧その他

 
 
 
 
 
 
 
【問２】義務教育費の国庫負担がなくなり、どのような施策にも使える一般財源化される

ことによって、義務教育の地域格差が大きくなることが予想されますが、これに

ついて賛成ですか、あるいは、反対ですか。 
有効回答数 1,051件 

③その他
1.6%

②義務教育に
地域格差があ
ることはやむを
得ない
17.6%

①義務教育に
地域格差が
あっては
ならない
80.8%
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【問３】もし、あなたに義務教育を受ける世代の子どもがいたとして、義務教育費の一般

財源化によって義務教育の内容・教え方・レベルに「地域格差」が生まれた時に、

どのようなお考えをお持ちになりますか。 
有効回答数 1,051件 

③居住地域の義務教
育のレベルが低かっ
た場合でも、住んでい
る地域全体の問題だ
から仕方がないとあき
らめる
9.1%

④現在の居住地域は
財源が減らない地域
のようなので、特に心
配していない
4.1%

⑤その時になってみ
ないとわからない
23.5%

⑥その他
4.8%

①地域格差があって
は困るので、居住地
域の義務教育のレベ
ルが低かった場合に
は、レベルの高い地
域への引越し、私立
学校への通学、通塾
等、自らの負担でレベ
ルを確保するように
努める
21.8%

②地域格差があって
は困るが、引越しや
私立学校へ通学させ
る等の負担はできな
いので、実質泣き寝
入りになる
36.7%

 
 
 
 
【問４】あなたは、今後、地域との関わりの中で、教職員や学校が取り組むべきだと考え

るものは次のどれでしょうか。あてはまるもの全てにチェックしてください。な

お、既に実施されているものも含みます。（複数回答可） 
有効回答数 1,051件 
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①地域によって、老朽化した校舎の改築も進まないといった教育施設の充実度合いに

格差が現れないよう、安全な学校を維持するための施設整備の補助を国が行うべき

②教員の能力を向上するため、教員の専門性・指導方法・意欲などを定期的に評価す

る仕組みを導入し、教員自らが強みと弱みを的確に認識していくべき

③外部機関との連携によって、客観的な評価制度を整え、常に教員の能力開発を促す

べき

④教員自らが主体的に自己目標を設定し、自己評価を行うことができる仕組みをつくる

べき

⑤民間企業等との交流を実現して、一般的な社会の価値観を共有し、父母・児童・生徒

のニーズや満足度について敏感な教員を増やすべき

⑥オープンキャンパス・生涯学習など多様な価値観を持つ地域とのつながりを強める取

り組みを推進して、教員の資質を向上させるべき

⑧学校施設を地域のコミュニティセンター、地域サークル活動のための拠点施設と位置

づけ、もっと地域に開放すべき

⑨その他

⑦教員の民間への派遣、民間人からの教員採用など、積極的に民間企業等とのコミュ

ニケーション、関わりを持たせるべき

 
 

 


